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△ 平成14年中の利子税は4．1％に

Q ●
● 所得税や法人税の平成14年中の利子

税の割合が確定したようですが、いくらにな

ったのでしょうか。

A:年4.1%に確定しました。

【解説】

平成14年中の利子税（相続税・贈与税の

場合を除きます）などの割合が、年4．1％

に確定しました。

利子税等については、超低金利の状況を勘

案し、「利子税等の割合の特例制度」が設け

られています。

所得税・法人税の利子税、延滞税（年7．

3％の割合の部分に限ります）及び還付加算

金の割合は、各年の前年の11月末日の公定

歩合に4％を加算した割合が7．3％に満た

ない場合には、その年中においては、その公

定歩合に4％を加算した割合に軽減されます。

相続税及び贈与税の延納利子税の割合につ

いては、各分納期間の開始の日の属する月の

2か月前の月の末日の公定歩合に4％を加算

した割合が7．3％に満たない場合には、そ

の分納期間においては、これらの延納利子税

の現行の割合に、その公定歩合に4％を加算

した割合が7．3％に占める割合を乗じて計

算した割合に軽減されます。

法人税や所得税の平成14年中の利子税な

どの割合が4．1％に決まったのは、基準時

点である11月末日の公定歩合が0．1％だ

ったため、特例の規定により、4％をプラス

して算出された割合が、7．3％に比べて低

くなったことによるものです。


